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当事業年度（自 2022 年 10月１日 至 2023 年９月 30日） 

 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

  

当事業年度(2023 年９月 30 日) 

  
貸借対照表計上額 

(千円) 

時価 

(千円) 

差額 

(千円) 

(１)長期借入金(１年内返済予定を含む) 281,691 279,840 △1,850 

(２)リース債務(１年内返済予定を含む) 5,606 5,504 △101 

 

（※１）現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金、短期借入金は、短期間で決済されるため時

価が帳簿価額と近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

（※２）市場価格のない株式等は、上記の表には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下の

通りであります。 

 

（単位：千円） 

区分 
前事業年度 

（2023 年９月 30 日） 

関係会社株式（非上場株式） 1,000 

 

 

(注１)金銭債権の決算日後の償還予定額 

 １年以内 

(千円) 

１年超５年以内 

(千円) 

５年超 10 年以内 

(千円) 

10 年超 

(千円) 

現金及び預金 193,716 24,000 ― ― 

売掛金 668,060 ― ― ― 

合計 861,777 24,000 ― ― 

 

 

(注２) 短期借入金、長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額 

 １年以内 

(千円) 

１年超 

２年以内 

(千円) 

２年超 

３年以内 

(千円) 

３年超 

４年以内 

(千円) 

４年超 

５年以内 

(千円) 

５年超 

(千円) 

短期借入金 78,000 ― ― ― ― ― 

長期借入金 71,933 63,534 74,744 24,370 17,442 29,667 

リース債務 1,687 1,720 1,754 444 ― ― 
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類してお

ります。 

 

 レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対

象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

 レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイン

プットを用いて算定した時価 

 レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属すレベル 

のうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

  前事業年度(2022 年９月 30 日) 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

(1) 長期借入金 ― 265,218 ― 265,218 

(2) リース債務 ― 7,139 ― 7,139 

負債計 ― 272,357 ― 272,357 

 

  当事業年度(2023 年９月 30 日) 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

(1) 長期借入金 ― 279,840 ― 279,840 

(2) リース債務 ― 5,504 ― 5,504 

負債計 ― 285,344 ― 285,344 

 （注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

    長期借入金及びリース債務 

     長期借入金及びリース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入または新規リース取引を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて計算しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

(有価証券関係) 

 重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

(デリバティブ取引関係) 

 該当事項はありません。 

 

(退職給付関係) 

 該当事項はありません。 

 

(ストック・オプション等関係) 

 該当事項はありません。 
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(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

     前事業年度 

    (2022 年９月 30 日) 

当事業年度 

(2023 年９月 30 日) 

繰延税金資産   

 未払事業税 1,107 千円 7,893 千円 

 関係会社株式評価損 1,189 千円 ― 

 投資有価証券評価損 3,113 千円 3,113 千円 

 未成業務支出金評価損 1,057 千円 237 千円 

 受注損失引当金 291 千円 10 千円 

敷金 1,404 千円 1,404 千円 

繰延税金資産小計 8,162 千円 12,658 千円 

 評価性引当額 △4,517 千円 △4,517 千円 

繰延税金資産合計 3,645 千円 8,141 千円 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

 前事業年度 

(2022 年９月 30 日) 

当事業年度 

(2023 年９月 30 日) 

法定実効税率 34.59%                           34.59% 

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 7.38% 8.04% 

住民税均等割 1.56% 0.42% 

軽減税率による差異 △1.39% △0.33% 

法人税の特別控除額 ― △6.47% 

評価性引当額増減 △1.44% ― 

その他 △1.31% 0.42% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.40% 36.68% 

 

 

(資産除去債務関係) 

 当社は事業用等の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識しており

ます。 

 なお、当該資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約における敷金の回収が最終

的に見込めないと認められる金額を合理的に見積もり、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法に

よっております。 
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（収益認識関係） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

（単位：千円） 

 
前事業年度 

(自  2021 年 10 月１日 

 至  2022 年９月 30 日) 

当事業年度 

(自  2022 年 10 月１日 

  至  2023 年９月 30 日) 

調査設計業務 480,902 874,370 

事務局等運営業務 74,011 173,654 

顧客との契約から生じる収益 554,913 1,048,025 

外部顧客への売上高 554,913 1,048,025 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

   「重要な会計方針」の「５．収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。 

   なお、当社の取引に関する支払条件は、通常短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素はふくまれて

おりません。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末にお

いて存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

 

 

① 契約資産及び契約負債の残高等 

（単位：千円） 

 
前事業年度 

(自  2021 年 10 月１日 

 至  2022 年９月 30 日) 

当事業年度 

(自  2022 年 10 月１日 

  至  2023 年９月 30 日) 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 173,576 307,493 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 307,493 668,060 

契約負債（期首残高） ― 2,193 

契約負債（期末残高） 2,193 46 

 

    契約負債は、主に顧客からの前受金及び受取賃貸料の前受金であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩

されます。 

当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は 2,193 千円であります。当

事業年度において契約負債が 2,147 千円減少した理由は、前受金の減少によるものであります。 

 

② 残存履行義務に配分した取引価格 

当初に予想される契約が１年以内の契約のため、記載を省略しております。  

 

 

 

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

   当社は建設コンサルタント事業の単一セグメントのため、セグメント別の記載は省略しております。 
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【関連情報】 

 

前事業年度(自 2021 年 10 月１日 至 2022 年９月 30 日) 

１.製品及びサービスごとの情報 

    製品及びサービスごとの情報は、「注記事項（収益認識関係）」に記載のとおりであります。 

 

 ２.地域ごとの情報 

  （１）売上高 

     本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の 90%を超えるため、記載を省略しております。 

      

  （２）有形固定資産 

     本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90%を超えるため、記載を省略し

ております。 

 

 

 ３. 主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

戸田建設(株) 274,699 建設コンサルタント事業 

川向町南耕地地区土地区画整理組合 94,759 建設コンサルタント事業 

若松町土地区画整理組合 67,963 建設コンサルタント事業 

 

 

当事業年度(自 2022 年 10 月１日 至 2023 年９月 30 日) 

１.製品及びサービスごとの情報 

    製品及びサービスごとの情報は、「注記事項（収益認識関係）」に記載のとおりであります。 

 

 ２.地域ごとの情報 

  （１）売上高 

     本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の 90%を超えるため、記載を省略しております。 

      

  （２）有形固定資産 

     本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90%を超えるため、記載を省略し

ております。 

 

 ３.主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

菰野インター周辺地区土地区画整理組合 373,875 建設コンサルタント事業 

戸田建設(株) 341,701 建設コンサルタント事業 

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

    該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

    該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

    該当事項はありません。 
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（関連当事者情報） 

 

関連当事者との取引 

財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

 

前事業年度(自 2021 年 10 月１日 至 2022 年９月 30 日) 

種類 

会社等の 

名称又は 

氏名 

所在地 

資本金又は 

出資金 

(千円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有(被所

有)割合(%) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

役員 佐藤 清文 ― ― 当社代表 

取締役社長 

(被所有) 

直接 

8.2％ 

債務被保証 当社借入に 

対する債務 

被保証(注)1 

273,000 ― ― 

当社不動産 

賃借に対す 

る債務被保 

証(注)2 

―  ― ― 

役員及び 

主要株主 

鈴木 敦司 ― ― 当社代表 

取締役専務 

(被所有) 

直接 

81.0％ 

債務被保証 当社借入に 

対する債務 

被保証(注)1 

273,000 ― ― 

(注) １. 金融機関からの借入について、代表取締役社長 佐藤清文および代表取締役専務 鈴木敦司から債務保証を受け

ております。なお、保証料の支払は行っておりません。 

          なお、本発行者情報公表日現在においては、金融機関からの借入金については債務保証を解消しております。 

(注) ２. 当社は事業所等の賃貸借契約について、代表取締役社長 佐藤清文から債務保証を受けております。なお、保証

料の支払は行っておりません。賃料支払に対する債務被保証については、期末日における未払債務がないため、取

引金額は記載しておりませんが、保証対象物件の 2021年 10月１日より 2022年９月 30日に係る賃料合計は、13,034

千円であります。 

 

当事業年度(自 2022 年 10 月１日 至 2023 年９月 30 日) 

種類 

会社等の 

名称又は 

氏名 

所在地 

資本金又は 

出資金 

(千円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有(被所

有)割合(%) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

役員 佐藤 清文 ― ― 当社代表 

取締役社長 

(被所有) 

直接 

8.2％ 

債務被保証 当社借入に 

対する債務 

被保証(注)1 

281,691 ― ― 

当社不動産 

賃借に対す 

る債務被保 

証(注)2 

―  ― ― 

役員及び 

主要株主 

鈴木 敦司 ― ― 当社代表 

取締役専務 

(被所有) 

直接 

81.0％ 

債務被保証 当社借入に 

対する債務 

被保証(注)1 

281,691 ― ― 

(注) １. 金融機関からの借入について、代表取締役社長 佐藤清文および代表取締役専務 鈴木敦司から債務保証を受け

ております。なお、保証料の支払は行っておりません。 

           なお、本発行者情報公表日現在においては、金融機関からの借入金については債務保証を解消しております。 

(注) ２. 当社は事業所等の賃貸借契約について、代表取締役社長 佐藤清文から債務保証を受けております。なお、保証

料の支払は行っておりません。賃料支払に対する債務被保証については、期末日における未払債務がないため、

取引金額は記載しておりませんが、保証対象物件の 2022 年 10 月１日より 2023 年９月 30 日に係る賃料合計は、

13,034 千円であります。 
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(１株当たり情報) 

１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。 

 

前事業年度 

(自  2021 年 10 月１日 

至  2022 年９月 30 日) 

当事業年度 

(自  2022 年 10 月１日 

至  2023 年９月 30 日) 

１株当たり純資産額 143 円 09 銭 219 円 07 銭 

１株当たり当期純利益 17 円 05 銭 75 円 99 銭 

(注)１. 2024 年４月３日付で普通株式１株につき 10,000 株の株式分割を行っておりますが、第 29 期の期首に当該株式分

割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。 

２. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３. １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 

前事業年度 

(自  2021 年 10 月１日 

至  2022 年９月 30 日) 

当事業年度 

(自  2022 年 10 月１日 

至  2023 年９月 30 日) 

当期純利益(千円) 31,378 139,812 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株主に係る当期純利益(千円) 31,378 139,812 

普通株式の期中平均株式数(株) 1,840,000 1,840,000 

 

 

(重要な後発事象) 

 2024 年４月２日開催の臨時株主総会決議に基づき、同日付にて定款の一部を変更し、発行可能株式数を 8,000,000 株に

変更するとともに、１単元を 100株とする単元株制度を採用しております。また、2024年３月 14日開催の臨時取締役会決

議に基づき、2024 年４月３日付けにて株式分割を行っております。 
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【注記事項】 
当中間会計期間（自 2023 年 10 月１日 至 2024 年３月 31 日） 

 

(重要な会計方針) 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

関係会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

未成業務支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(１)有形固定資産(リース資産を除く) 

     定率法を採用しております。 

     ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに 2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

     主な耐用年数は以下の通りです。 

     建物         15～22 年 

     構築物        15 年 

     車両運搬具      ２～６年 

     工具、器具及び備品  ２～６年 

      

(２)無形固定資産 

     定額法を採用しております。 

     主な償却年数は以下の通りです。 

     ソフトウエア     ５年 

      

   (３)リース資産 

     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産 

     リース期間を耐用年数として残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

４．引当金の計上基準 

受注損失引当金 

    受注契約に係る将来の損失に備えるため、当中間会計期間末における受注契約のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もることができる受注契約について損失見込額を計上しております。 

 

５．収益及び費用の計上基準 

当社の事業は建設コンサルタントを単一セグメントとしております。これらのサービスについては、測量、調査、

設計などの作業を行い、それらのデータを用いて報告書や図書を納品することにより履行義務を充足する場合と、

土地区画整理組合の事務局運営のように一定の期間にわたり履行義務が充足される場合があります。 

したがいまして、測量、調査、設計などの業務においては、最終成果物を納品した時点（契約期間の途中におい

て出来高による支払いが定められている場合は、出来高検査が完了した時点）で履行義務が充足されるため、収益

の認識については、顧客へのサービス等支配移転のタイミングである納品時点とし、事務局運営などの業務につい

ては、履行期間の進捗度に基づき収益を認識しております。 

また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができず、発生した費用を回収することが見込まれる

場合は、原価回収基準により収益を認識しております。 

なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合につ

いては代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認

識しております。 

 

６．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から 3 ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。 

 

 

(会計方針の変更) 

   該当事項はありません。 
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(中間貸借対照表関係) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 
当中間会計期間 

(2024 年３月 31 日) 

有形固定資産の減価償却累計額 49,352 千円 

計 49,352 千円 

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

 
当中間会計期間 

(2024 年３月 31 日) 

定期預金 31,037 千円 

計 31,037 千円 

 

    担保付債務は以下のとおりであります。 

 
当中間会計期間 

(2024 年３月 31 日) 

短期借入金 30,000 千円 

一年内返済予定の長期借入金 44,538 千円 

長期借入金 126,230 千円 

計 200,768 千円 

 

 

(中間損益計算書関係) 

※１ 減価償却実施額は、次のとおりであります。 

 

当中間会計期間 

(自  2023 年 10 月１日 

 至  2024 年３月 31 日) 

有形固定資産 1,934 千円 

無形固定資産 597 千円 

計 2,531 千円 

 

※２ 税金費用については、簡便法を採用しているため、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しておりま

す。 
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間 (自 2023年 10 月１日 至 2024 年３月 31 日) 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度 

期首株式数(株) 

当中間会計期間 

増加株式数(株) 

当中間会計期間 

減少株式数(株) 

当中間会計期間末 

株式数(株) 

普 通 株 式 184 ― ― 184 

合 計 184 ― ― 184 

(変動の事由の概要) 

    該当事項はありません。 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度 

期首株式数(株) 

当中間会計期間 

増加株式数(株) 

当中間会計期間 

減少株式数(株) 

当中間会計期間末 

株式数(株) 

普 通 株 式 16 ― ― 16 

合 計 16 ― ― 16 

 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。 

 

当中間会計期間 

(自  2023 年 10 月１日 

至  2024 年３月 31 日) 

現金及び預金 432,764 千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △105,040 千円 

現金及び現金同等物 327,723 千円 

 

 

(リース取引関係) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

 主として、コピー機（工具、器具及び備品）であります。 

 

② リース資産の減価償却の方法 

 「注記事項（重要な会計方針）３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  



 

― 56 ― 

(金融商品関係) 

１．金融商品の時価等に関する事項 

中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

当中間会計期間(2024 年３月 31 日) 

  
中間貸借対照表計上額 

(千円) 

時価 

(千円) 

差額 

(千円) 

(１)長期借入金(１年内返済予定を含む) 359,580 358,313 △1,266 

(２)リース債務(１年内返済予定を含む) 4,766 4,685 △80 

（※１）現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金、短期借入金は、短期間で決済されるため時

価が帳簿価額と近似するものであることから、記載を省略しております。 

（※２）市場価格のない株式等は、上記の表には含まれておりません。当該金融商品の中間貸借対照表計上額は以

下の通りであります。 

（単位：千円） 

区分 
当中間会計期間 

（2024 年３月 31 日） 

関係会社株式（非上場株式） 1,000 

 

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類してお

ります。 

 

 レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対

象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

 レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイン

プットを用いて算定した時価 

 レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属すレベル 

のうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

時価で中間貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

当中間会計期間(2024 年３月 31 日) 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

(1) 長期借入金 ― 358,313 ― 358,313 

(2) リース債務 ― 4,685 ― 4,685 

負債計 ― 362,999 ― 362,999 

 

 （注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

    長期借入金及びリース債務 

     長期借入金及びリース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入または新規リース取引を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて計算しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

(有価証券関係) 

 重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

(資産除去債務関係) 

 当社は事業用等の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識しており

ます。 

 なお、当該資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約における敷金の回収が最終

的に見込めないと認められる金額を合理的に見積もり、そのうち当中間会計期間の負担に属する金額を費用に計上する方

法によっております。 
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(収益認識関係) 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

                   （単位：千円） 

 
当中間会計期間 

(自  2023 年 10 月１日 

  至  2024 年３月 31 日) 

調査設計業務 92,124 

事務局等運営業務 422,420 

顧客との契約から生じる収益 514,544 

外部顧客への売上高 514,544 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

   「重要な会計方針」の「５．収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。 

   なお、当社の取引に関する支払条件は、通常短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素はふくまれて

おりません。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末にお

いて存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

 

 

①  契約資産及び契約負債の残高等 

（単位：千円） 

 
当中間会計期間 

(自  2023 年 10 月１日 

  至  2024 年３月 31 日) 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 668,060 

顧客との契約から生じた債権（中間期末残高） 466,943 

契約負債（期首残高） 46 

契約負債（中間期末残高） 31 

 

    契約負債は、主に顧客からの前受金及び受取賃貸料の前受金であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩

されます。 

 当中間会計期間に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は 46 千円であります。

当中間会計期間において契約負債が 15 千円減少した理由は、前受金の減少によるものであります。 

 

② 残存履行義務に配分した取引価格 

当初に予想される契約が１年以内の契約のため、記載を省略しております。  

 

 

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

   当社は建設コンサルタント事業の単一セグメントのため、セグメント別の記載は省略しております。 

  



 

― 58 ― 

【関連情報】 

 

当中間会計期間(自 2023 年 10 月１日 至 2024 年３月 31日) 

１.製品及びサービスごとの情報 

    製品及びサービスごとの情報は、「注記事項（収益認識関係）」に記載のとおりであります。 

 

 ２.地域ごとの情報 

  （１）売上高 

     本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の 90%を超えるため、記載を省略しております。 

      

  （２）有形固定資産 

     本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の 90%を超えるため、記載を省

略しております。 

 

 

 ３. 主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

戸田建設(株) 180,237 建設コンサルタント事業 

熊谷市 93,566 建設コンサルタント事業 

厚木市森の里東土地区画整理組合 62,720 建設コンサルタント事業 

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

    該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

    該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

    該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。 

 

当中間会計期間 

(自  2023 年 10 月１日 

至  2024 年３月 31 日) 

１株当たり純資産額 247 円 74 銭 

１株当たり中間純利益 28 円 66 銭 

(注)１株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 

当中間会計期間 

(自  2023 年 10 月１日 

至  2024 年３月 31 日) 

中間純利益(千円) 52,740 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― 

普通株主に係る中間純利益(千円) 52,740 

普通株式の期中平均株式数(株) 1,840,000 

(注)2024年４月３日付で普通株式１株につき 10,000株の株式分割を行っておりますが、当中間会計期間の期首に当該株式

分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり中間純利益を算定しております 

 

 

 

(重要な後発事象) 

 2024 年４月２日開催の臨時株主総会決議に基づき、同日付にて定款の一部を変更し、発行可能株式数を 8,000,000 株に

変更するとともに、１単元を 100株とする単元株制度を採用しております。また、2024年３月 14日開催の臨時取締役会決

議に基づき、2024 年４月３日付けにて株式分割を行っております。 
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⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産総額の 100 分の１以下であるため、財務諸表等規則第 124 条の規定により記載を省略してお

ります。 

                           

【有形固定資産等明細表】 

資産の種類 

当期首 

残高 

(千円) 

当期 

増加額 

(千円) 

当期 

減少額 

(千円) 

当期末 

残高 

(千円) 

当期末減

価償却累

計額又は

償却累計

額(千円) 

当期 

償却額 

(千円) 

差引 

当期末 

残高 

(千円) 

有形固定資産        

建物 39,328 ― ― 39,328 35,219 1,452 4,109 

構築物 2,121 ― ― 2,121 2,058 21 63 

車両運搬具 5,280 ― ― 5,280 5,182 97 97 

工具、器具及び備品 3,281 1,864 ― 5,145 3,505 223 1,640 

土地 10,000 ― ― 10,000 ― ― 10,000 

リース資産 7,670 ― ― 7,670 2,812 1,534 4,857 

有形固定資産計 67,682 1,864 ― 69,547 48,777 3,329 20,769 

無形固定資産        

ソフトウエア 3,168 4,972 ― 8,140 3,979 1,194 4,160 

 電話加入権 183 ― ― 183 ― ― 183 

無形固定資産計 3,351 4,972 ― 8,323 3,979 1,194 4,344 

 

(注)１.有形固定資産の当期増加額のうち、主なものは次のとおりです。 

資産の種類 事業の種類 事業所名 金額(千円) 

工具、器具及び備品 
建設コンサルタント事業 本社 423 

建設コンサルタント事業 和光営業所 1,440 

 

２.無形固定資産の当期増加額のうち、主なものは次のとおりです。 

資産の種類 事業の種類 事業所名 金額(千円) 

ソフトウエア 建設コンサルタント事業 本社 4,972 

 

 

【社債明細表】 

   該当事項はありません。 
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【借入金等明細表】 

区分 
当期首残高 

(千円) 

当期末残高 

(千円) 

平均利率 

(％) 
返済期限 

短期借入金 30,000 78,000 1.15 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 75,523 71,933 0.99 ― 

１年以内に返済予定のリース債務 1,654 1,687 2.17 ― 

長期借入金 

(１年以内に返済予定のものを除く) 
197,477 209,757 0.94 2025 年～2030 年 

リース債務 

(１年以内に返済予定のものを除く) 
5,606 3,918 2.17 2026 年 

合計 310,261 365,297   

(注) １．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の決算日以降５年以内における１年ごとの返済

予定額の総額 

区分 
１年超２年以内 

(千円) 

２年超３年以内 

(千円) 

３年超４年以内 

(千円) 

４年超５年以内 

(千円) 

長期借入金 63,534 74,744 24,370 17,442 

リース債務 1,720 1,754 444 ― 

 

 

【引当金明細表】 

科目 
当期首残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額（千円） 当末残高 

（千円） 目的使用 その他 

受注損失引当金 843 29 ― 843 29 

 

 

【資産除去債務明細表】 

     資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸契約に関する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合

理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用に計上する方法を採用しているため、該当事項はありません。 

二
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(２)【主な資産及び負債の内容】 

①資産の部 

 

 1.現金及び預金 

区分 金額(千円) 

現金 47 

預金 

 普通預金 

 定期預金 

 

88,629 

105,039 

小計 193,669 

合計 193,716 

 

 2.売掛金(相手先別内訳) 

相手先 金額(千円) 

菰野インター周辺地区土地区画整理組合 405,933 

戸田建設(株) 227,098 

(株)フルハシ商事 24,860 

さいたま市 6,600 

積水ハウス(株) 1,565 

その他 2,002 

合計 668,060 

 

 3.売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

当期首残高 

(千円) 

 

(Ａ) 

 

 

当期発生高 

(千円) 

 

(Ｂ) 

 

 

当期回収高 

(千円) 

 

(Ｃ) 

 

 

当期末残高 

(千円) 

 

(Ｄ) 

 

 

回収率(％) 

 

 （Ｃ） 

     ×100 

(Ａ)＋(Ｂ) 

 

滞留期間(日) 

 

(Ａ)＋(Ｄ) 

   ２    

    (Ｂ)   

３６５ 

307,493 1,143,346 782,779 668,060 54.0 155.7 

（注）消費税の会計処理は、税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税が含まれております。 

 

 4.未成業務支出金 

区分 金額(千円) 

労務費 25,165 

外注費 29,375 

経費 6,235 

未成業務支出金評価損 △686 

合計 60,089 

 

 

 ②負債の部 

 

 1.買掛金(相手先別内訳) 

相手先 金額(千円) 

(株)プラスデザイン 18,700 

ジェイ・サーベイ(株) 16,775 

(株)間瀬コンサルタント 14,520 

(株)環境管理センター 13,420 

(株)測技社 10,476 

その他 33,537 

合計 107,428 
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 2.短期借入金 

区分 金額(千円) 

（株）商工組合中央金庫 48,000 

朝日信用金庫 30,000 

合計 78,000 

 

 3.長期借入金 

区分 金額(千円) 

(株) りそな銀行 110,705 

朝日信用金庫 68,753 

（株）三井住友銀行 50,000 

（株）商工組合中央金庫 30,000 

（株）東日本銀行 22,233 

合計 281,691 

(注)１年内返済予定の長期借入金を含めて記載しております。 

 

(３)【その他】 

該当事項はありません。 

 

 

第７ 【外国為替相場の推移】 
 

該当事項はありません。
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第８ 【発行者の株式事務の概要】 

事業年度 毎年 10 月１日から翌年９月 30 日まで 

定時株主総会 毎事業年度終了後３ヶ月以内 

基準日 毎年９月 30 日 

株券の種類 ― 

剰余金の配当の基準日 
毎年３月 31 日 

毎年９月 30 日 

１単元の株式数 100 株 

株式の名義書換(注)１  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目３番２号 

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目３番２号 

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 

  取次所 ― 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 ― 

単元未満株式の買取り  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目３番２号 

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目３番２号 

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 

  取次所 ― 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 

当社の公告方法は、電子公告としております。 

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな

い場合は、日本経済新聞に掲載して行うこととしております。 

当社の公告掲載 URL は次のとおりです。 

公告掲載 URL：https://support-corp.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

(注)１．当社株式は、TOKYO PRO Market への上場に伴い、社債、株式等の振替に関する法律第 128 条１項に規定する振替

株式になることから、該当事項はなくなる予定です。 

２．当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を定

款に定めております。 

  (１)会社法第 189 条第２項各号に掲げる権利 

  (２)会社法第 166 条第１項の規定による請求をする権利 

  (３)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 
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第二部【特別情報】 

第１【外部専門家の同意】 
 

該当事項はありません。 
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第三部 【株式公開情報】 
 
第１ 【特別利害関係者等の株式等の移動状況】 

該当事項はありません。 

 

第２ 【第三者割当等の概況】 

該当事項はありません。 

 

第３【株主の状況】 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 

株式総数に対 

する所有株式数 

の割合(％) 

鈴木 敦司 ※１ ※２ 埼玉県北葛飾郡松伏町 1,490,000 81.0 

佐藤 清文 ※２ ※３ 東京都昭島市 150,000 8.2 

朝倉 洋一 ※２ ※３ 東京都練馬区 100,000 5.4 

鎌滝 裕司 ※２ ※３ 神奈川県横浜市都筑区 50,000 2.7 

吉田 好男 ※２ 千葉県柏市 50,000 2.7 

計 ― 1,840,000 100.0 

(注)１．特別利害関係者等(当社の代表取締役) 

２．特別利害関係者等(大株主上位 10 名) 

３．特別利害関係者等(当社の取締役) 

４．株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第２位を四捨五入しております。 

５．上記の他、当社保有の自己株式 160,000 株があります。 



株式会社サポート

取締役会御中

監査意見

独立監査人の監査報告書

ふじみ監査法人

東京事務所

2024年6月 18日

：務定執1ネ：社員員 公認会計士 り負 jb令乏支一
：務：：：土： 公認会計士、／、炎届各；羊1L

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第 110条第5項の規定に

基づく監査証明を行うため、 「経理の状況」に掲げられている株式会社サポートの 2022年 10月 1日から 2023年9月30

日までの第30期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロ

ー計算著、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

サポートの 2023年9月 30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、 「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の事項

会社の 2022年9月30日をもって終了した前事業年度の財務諸表は監査されていない。

その他の記載内容

その他の記載内容は、発行者情報に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者の責

任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備

及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。



財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

• 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を

喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意

見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来

の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

• 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を

含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の

独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場

合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上



独立監査人の中間監査報告書

株式会社サポート

取締役会御中

中間監査意見

ふじみ監査法人

東京事務所

指定社員

業務執行社員

指定社員

業務執行社員

2024年6月 18日

公認会計士 こ履島 能文

公認会計士 淡路洋平

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第 110条第5項の規定に

基づく監査証明を行うため、 「経理の状況」に掲げられている株式会社サポー トの 2023年 10月1日から 2024年9月30

日までの第31期事業年度の中間会計期間(2023年10月1日から 2024年3月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その

他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社サポートの 2024年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間 (2023年 10月1日

から2024年3月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準における当監査法人の責任は、 「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体としての中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

屋の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別

に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断

される。



監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連

する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して童要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎

となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の

独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因

を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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